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本研究では，混雑空港の滑走路処理容量の算定に使用されるパラメータについて，飛行場面を含む航空

機の走行・飛行軌跡データを活用した航空機処理間隔の実績値の分析から再検証分析を行った．また，滑

走路処理容量について，継続的需要を仮定した極限容量と，交通需要の時間的な粗密度と遅れ時間を考慮

した実用容量の両面から評価するとともに，バードストライクなどの一時的な容量低下が生じる突発的イ

ンシデントの影響を考慮したバッファー容量の必要性についても考察を行った．また，バードストライク

の発生実態に関して，WEB公開されている飛行軌跡データから，一定期間，調査を行い，その発生頻度や

航空機遅延への影響を把握した． 
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1. はじめに 
 

我が国では現在，空港の発着枠数（スロット数）

は，滑走路システムに対して常に離着陸機が待機し

ているような継続的な需要を仮定した際の容量であ

る極限容量（ultimate capacity，または飽和容量

saturation capacity ， 最 大 処 理 容 量 maximum 
throughput capacityなどとも呼ばれる）を計算する方

法に基づき決められている．そこには航空機の処理

間隔に関わる多数のパラメータが用いられており，

一部パラメータには仮定値が用いられている．一方

で，国土交通省により 2018 年に我が国で初めて飛

行場面のデータを含む飛行航跡データ CARATS 
Open Data が公開され，上記の一部パラメータの定

量的把握が，最新の運用状況を考慮しつつ，可能と

なった． 
また，実用上の交通容量（空港でいえば発着枠数）

や海外空港における発着枠数の決め方としては，一

般的に，極限容量と，許容する平均遅延量を考慮し

た実用容量（practical capacity）が使用される 1)．同

じ極限容量であっても交通需要の時間的なバラつき

や濃淡によって，実際に処理できる交通量は異なり，

生じる遅延量も異なる．羽田空港のように複数の滑

走路を有する場合は容量が滑走路ごとに分割される

ため，分割された容量への交通需要配分の仕方によ

っても，滑走路システム全体の処理機数と遅延時間

は異なる．したがって，周辺空域を含む滑走路シス

テムの適正な容量値や需要管理を含む運用効率化策

などを分析する上では，遅延時間を考慮した容量分

析が必要と考える．  
また，空港の滑走路運用においては，一時的に容

量低下が生じるようなインシデントが発生する．イ

ンシデントの種類は大小様々である．大規模なもの

では，地震等の自然災害による構造物への被害など

が挙げられ，比較的長期に渡り容量に影響を与える

が，その発生頻度は低い．一方で，鳥が航空機に衝

突する事故「バードストライク」やエンジンオイル

の漏れ，着陸時の衝撃によるボルトの脱落といった

インシデントは，容量に与える影響は比較的短時間

ではあるが高頻度で発生する．その他にも風向など

の気象条件変化により滑走路の運用方式が 1 日の中

でも複数回変更されることがあるが（例えば，北風

運用か南風運用か），その変更の際に一定時間の容

量低下が生じる可能性もある．これまでにも空港の

発着枠を決める際に，遅延の時間的波及を吸収・抑

制するための枠として，ある時間帯の交通量を低く

制限するための「ファイアーブレイク枠」というも

のを設定することがある．このような枠は「バッフ

ァー容量」として機能し，航空システムの安定性や

定時性に寄与する．このようなバッファー容量の効

果・必要性を分析するためにも，遅延時間を考慮し

た「実用容量」の視点で容量評価を行う必要がある．

特に，空港の発着枠を決定する際には，大規模・低

頻度のインシデントは考慮できないと考えるが，定
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時性へのニーズが比較的高い我が国においては，小

規模・低頻度のインシデントの遅延に対する影響に

ついては一定程度考慮する必要があると考える． 

空港容量や遅延に関する研究として，平田ら 2) 3)

は最適な離着陸容量配分による遅延軽減効果や羽田

空港を対象に井桁上の滑走路配置を考慮したモンテ

カルロシミュレーションによる容量算定の構築を行

っている．国土交通省では，空港容量算定方式に関

する調査 4)において，諸外国との比較検討や離着陸

データの分析により，空港容量算定方式の妥当性の

検証をしている．しかし，いずれも上記の要素を考

慮した研究は未だ行われていない．今後増加を続け

る航空需要に対応するためにも総合的な視点から滑

走路容量の評価手法について検討をする必要がある． 
以上の背景を踏まえ，本研究では羽田空港におけ

る航空機処理間隔の実態を飛行軌跡データから統計

的に分析するとともに，その実態をもとに既存の滑

走路容量算出に使用されている各種パラメータの妥

当性を検証することを目的とした．さらに，実用容

量の観点では，新たにバードストライクの発生実態

と航空機遅延に与える影響を調査し，それら突発的

インシデントの影響を考慮したバッファー容量につ

いても考察を行うことを目的とした． 
 
 
2. 羽田空港における滑走路運用の概略 

 
羽田空港は 4 本の滑走路があり，大きく分けると

北風運用と南風運用の 2 つの方式で運用されており，

南風運用時の方が容量制約が厳しい 5)．図-1 に示す

とおり，南風運用時は B・D 滑走路が到着専用，

A・C 滑走路が離陸機専用で運用され，限られた空

域で離着陸機の輻輳を避け，安全に空中で誘導処理

するために基本的に飛行方面別に使用滑走路が限定

されている．また，D 滑走路着陸機（以後 D 着陸）

と A・C 滑走路離陸機（以後，A・C 離陸）が相互

従属運用となっているため，D 着陸の間に A・C 離

陸を処理することになるが，D 着陸の間隔設定と

A・C 離陸の交通量に応じて，滑走路全体でみると

処理効率上のロスが一定程度は発生してしまう． 

 

 
図-1 再拡張後の滑走路運用と時間容量 

 

 

 

 

表-1 分析データの概要 

【1】 
期間 

2017/04～2018/03（各月1週間分） 

【2】 
機材 

大型・中型の2機材とする．ただし，B76は
ANA国内線のみ中型とする．比率は，後方

乱気流区分でHeavy：Mediumを5：5とした 
（現状と同じ) 

【3】 
分析 
滑走路

【単一滑走路の連続離陸・連続着陸】 
連続離陸：D05，連続着陸：B22 
【南風時A・C離陸とD着陸】 
A/D：A16R/D23，C/D：C16L/D23 

【3】 
分析 
時間 

下記の混雑時間帯（需要が密な時間帯）を

対象とした． 
D05：7時～13時，B22：17時~19時 
A/D：8時～14時，15時～21時 
C/D：7時～14時，16時～19時，20時 

 
 
3. 既存の滑走路容量算定方法の概要 

 

ここで，最も基本となる単一滑走路における着陸

専用と離陸専用の処理容量について以下に述べる．

我が国では着陸が連続する場合の滑走路容量は，図

-1のように滑走路を 3分割して定義されている処理

時間をもとに算出されている 6)．  
[1] t1：滑走路進入端手前 1NM の通過時間であり，

実測値をもとに 27 秒の定数を設定（ここで，

1NM という区間は，前後機の安全間隔が不足

しそうな場合に後続機に着陸のやり直し，つ

まり着陸復行を指示するために必要な余裕区

間距離として仮定） 
[2] t2：滑走路進入端から滑走路縁を横切るまで

の時間であり，実測時間の平均値 57 秒にバッ

ファー値（2.6σ）を加えた 76 秒  
[3] t3：滑走路縁から停止線を横切るまでの時間

を，実測時間に安全率を加えた 15 秒の定数を

設定している． 
以上の 3 つの時間を合計して着陸機 1 機当たりの 

処理時間は 118 秒となり着陸容量は 3600 秒/118 秒

≒30.5 機/時となる．また，2007 年 9 月より，t2 と

t3 の合計時間を 1 つの確率変数とする新たな考え方

で到着容量が 31 回/時（1 機当たり処理時間 115 秒）

に増加している．その後，羽田再拡張時（D 滑走路

供用開始時）には最終進入経路の運用制約などを考

慮して 28 回/時と設定されたが，2014 年 7 月の国交

省航空局「首都圏空港機能強化技術検討小委員会の

中間取りまとめ」における滑走路処理能力の再検証

によって 30~31 回/時であることが示されている 5)． 
次に，離陸が連続する場合の容量について，滑走

路を以下のように 3 分割して考えている． 
[1] t1：後続の離陸機が離陸許可を受け，離陸開

始するまでに必要な時間を一律として 15 秒 
[2] t2：離陸滑走を開始して離陸地点又は 1800m

点のいずれか遠い方を通過する時間として実
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測値の平均の 35 秒 
[3] t3：先行出発機が離陸位置から 2NM の区間を

通過する時間（後続離陸機への出発待機解除

に必要な時間として計算上仮定）を一律とし

て 45 秒  
以上より，1機当たりの処理時間は 95秒となる． 

先行機が Heavy 機の場合は後方乱気流間隔の 120 秒 
を採用し，先行機が Medium 機の場合は上記処理時

間を採用するため，羽田空港の以前の機材比率 
Heavy：Mediumൌ7：3 を仮定すると 1 機当たりの平

均処理時間は，120ൈ0.795ൈ0.3ൌ112.5 秒となり離

陸処理容量は 3600 秒/112.5＝32 回/時となる． 
 

 

4. 分析データの概要と航空機処理間隔の実態

分析 

 

本章では，極限容量算定のための最低処理間隔の

分析を行う．2017 年度各月計 12 週間分の羽田空港

の飛行場面を走行する全航空機の軌跡データ

CARATS OPEN DATA（約 1 秒ピッチの航跡位置と

機材種別データ）から離着陸時刻，使用滑走路の推

計を行い，それをもとに航空機処理間隔の分析を行

った．従来の滑走路処理容量算定においては，前章

で紹介した通り，後続着陸機への復行指示に必要な

余裕距離や，後続離陸機に離陸許可を発出できる地

点をあらかじめ仮定し，それに基づいて 1 機の占有

する区間を決め，その区間を通過する時間を占有時

間として計測・仮定することで滑走路処理容量を算

定していた．本研究の分析では，あらかじめ 1 機が

占有する区間を決めることなく，実際の航空機の処

理間隔を直接計測することで，実際の処理能力に近

い容量値を算定しようとするものである．これによ

り，従来の方法と本研究の方法で共通して使用する

区間については最新の軌跡データからその占有時間

を更新するとともに，前述のようなあらかじめ仮定

していた幾つかの区間の妥当性について分析を行う

ことを狙いとしている． 
分析に使用したデータの概要と，航空機処理間隔

の分析にあたっての主要な条件設定について表-1

に示す．詳細を以下で述べる． 
  

(1)離着陸及び使用滑走路判別 

離着陸の判別として，着陸機の接地前後の速度が

約 135kt7)であることから，データの誤差を考慮して

各便の冒頭の連続するデータが 130kt 以上の便を着

陸とし，それ以外を離陸とした．また，使用滑走路

の判別は各便の通過位置から行った．  
 
(2)航空機処理間隔の定義 

航空機処理間隔の分析をするにあたり，平田ら 3)

による複数滑走路における航空機処理間隔の考え方

を参考に分析を行った．羽田空港は井桁状の滑走路

配置であるため，複数滑走路が従属関係となり，複

数滑走路を 1 つの系として処理容量を考える必要が

ある． 
具体的には連続 3 機の真ん中の機の占有時間を

𝑇とする（先行機から i,j,k={A,C,D}とし，A・C 滑

走路離陸機を A・C，D 滑走路着陸機を D とする）．

また，「A 離陸と D 着陸」と「C 離陸と D 着陸」を

それぞれ 1つの系と考える（以下，AD系，CD系）．

それぞれの系において，同時に 1 機のみしか使用が

許されないため，どちらか一方の機（A または D，

C または D）のみが使用している（占有している）

と考える．この占有時間が最低処理間隔と同義であ

り，本研究ではこの占有時間・最低処理間隔を実際

の処理間隔から同定することとした．なお，平田ら

と同様に，C 離陸機の後の D 着陸機への占有権の移

行は CD 交点で，D 着陸機のあとの C 離陸機への占

有権の移行は D 着陸の着陸確認時点とした（A 離陸

と D 着陸も同様の考え方）． 
以上の考え方をもとに，ある系を使用する連続す

る 3 機を仮定し，その真ん中の機（例えば C 離陸機

→D 着陸機→C 離陸機の場合は D 着陸機）について，

当該系の占有時間を算出する．また，基本的にはデ

ータの精度も考慮し，個々の数値は切り上げている． 
以下，代表的な組み合わせについて，占有時間の

考え方について説明する． 

 

(3)航空機処理間隔の実態分析 

a)連続離陸の占有時間の考え方𝑇 

C 離陸の占有時間（最低処理間隔）として基本的

には前後の航空機を対象に滑走路進入端（以下，進

入端）を通過した時刻差とする．また，図-2 は

2017/07/10～2017/07/14，2017/08/14～2017/08/18 の

CARATS DATA から作成した 1 時間あたりの平均発

着回数を示している．本研究では，まずは極限容量

を算定するための最低処理間隔を同定するため，な

るべく交通量が多く，需要が密な時間帯のデータを

使用した．具体的には，離陸および着陸についての

航空局計画容量値である 40 回／時を超過する時間

帯を混雑時間帯と定義し，この混雑時間帯を対象に

分析を行った． 

 

 
図-2 時間帯別の平均発着回数 
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図-3 連続離陸時の処理時間の分布 

 
表-2 連続離陸時の処理間隔時間の結果 

 処理時間（当該機進入端通過時刻

-先行機滑進入端通過時刻） 

先行機/当該機 M→M M→H H→H H→M
平均値（秒） 86.1 86.6 95.4 102.2

最大値（秒）：仮定値 120 120 120 120
最小値（秒） 60 55 67 72
中央値（秒） 84 84 94 102
標準偏差（秒） 12.3 12.8 10.7 9.6
サンプル数 2635 1963 1584 1950

 

表-3 飛行距離の算出結果 

 後続機に離陸許可を発出した時点の

飛行距離(NM)：推計値 

先行機/後続機 M/M M/H H/H H/M
平均値 1.6 1.5 1.9 2.2
最大値 3.2 3.3 3.3 3.7
最小値 0.2 0.3 0.8 0.7
標準偏差 0.6 0.6 0.5 0.5
サンプル数 1176 351 266 666

 
さらに，従来の考え方では後方乱気流間隔の時間

間隔をもとに最大でも 120 秒間隔で航空機を処理す

ると仮定しており，図-3 より実績の離陸処理間隔

でも 120 秒以下のデータが多数で，最大の後方乱気

流間隔が適用されるHeavy機（H）→Medium機（M）

の処理順序においても最頻値が約 100 秒であること

から，本研究では 120 秒以上のデータは需要が疎で

間隔が間延びしていると仮定し，それらデータは分

析から除外して集計した．この点についての考え方

の妥当性については今後の課題としたい． 
離陸機は地上で離陸待機することができることか

ら，連続離陸の容量は処理間隔の平均値をもとに算

定すればよい．表-2 は処理間隔の分析結果であり，

従来の容量算定時の仮定（先行機Mediumで 95秒，

同 Heavy で 120 秒）よりも実際は処理間隔が短いこ

とがわかる．一方で従来の手法により t1,t2,t3区間の

それぞれについて占有時間の分析を行い，平均値で

比較をしたところ，従来の仮定値と概ね同値となっ

た．ここで後続機に対する離陸許可を発出した時点

の離陸地点からの飛行距離に着目をすると，従来の

設定距離（2NM：先行機 Medium の際）より短いこ

とがわかる（表-3）．つまり，先行機が 2NM を飛

行する以前に，実際には後続機に離陸許可を発出し

ており，それでも管制基準上の飛行中の最低距離間

隔（先行機 Meduim では 3NM，H→H では 4NM，H
→M では 5NM）が確保できていることが推測され

る． 

 

b)連続着陸の占有時間の考え方𝑇 

D 着陸の占有時間も連続離陸の考え方と同様に，

前後の航空機を対象に進入端を通過した時刻差で計

測し，図-2の混雑時間帯を対象に分析を行った． 
また，図-4 より実績の処理間隔では間延びして

いるデータがみられることから，データに含まれる

誤差に起因した異常値や間延びした間隔データを除

外するため，下位 2.5％および上位 2.5％，計 5％の

サンプルデータについては集計から除外した． 
 

表-4 連続着陸時の処理時間の結果 

 

 
図-4 連続着陸時の処理時間間隔の分布 

 

表-4 には，実績の着陸間隔の統計量および，従

来の容量算定時に仮定していた所定区間の占有時間

を今回のデータから算出した結果との比較を示して

いる．ここから，従来の考え方における占有時間よ

りも，実際の処理間隔時間の方が大きい傾向がある

ことが分かる．従来の容量算定では，先行機が滑走

路の離脱地点である停止線を通過した時に，後続機

は進入端から 1NM の距離にいることを仮定してい

るが，図-5 より実際には先行機が滑走路離脱時に

は後続機は 1NM 以上の距離にいることが多い．ま
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 処理時間 

先行機/当該機 M/M M/H H/H H/M
平均値（秒） 105.8 107.7 119.2 134.2
最大値（秒） 146 155 178 169
最小値（秒） 82 83 93 103
中央値（秒） 105 105 117 133
標準偏差（秒） 13.2 16.0 17.6 15.3
サンプル数 243 255 192 254

 従来設定の所定区間の占有時間 

(t1+ሺt2  t3തതതതതതതതത  2.6𝜎ሻ)
平均値（秒） 100.2 101.8 107.9 108.9
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た，その距離は Heavy，Medium 機の組み合わせに

よって大きく異なる．従来は，その組み合わせによ

る差異を考慮せず単一の占有時間から容量算定を行

っていたが，当然ながら実際の管制は機材の組み合

わせによって異なる後方乱気流間隔を適用して行わ

れているため，滑走路の占有時間のみではなく，最

終進入中の飛行間隔の基準についても考慮する必要

がある．その考慮が不十分なため，結果として，従

来仮定していた進入端手前 1NM 区間の仮定に乖離

が生じる．以上のことから，本研究では，機材の組

み合わせ別に処理時間間隔の実績値から容量算定を

行い，その際に使用する値は平均の処理時間とした．

従来の占有時間をもとにした考え方では，到着機が

空中で停止待機できないため占有時間に一定のバッ

ファーを考慮していたが，今回は実際の処理間隔を

直接観測しているため，処理容量としては平均値を

用いることが妥当と考えた． 
 

 
図-5 先行機が停止線通過時の，後続機の進入端か

らの距離 

 

 
図-6  D 着陸機に先行する A・C 離陸機の占有時間

の概要 

 

 
図-7 C離陸→D着陸→C離陸の場合の航空機処理間

隔の分析概要 

 

c)C 離陸と D着陸間の占有時間の算出 

(i)C 離陸（前後は D 着陸）の占有時間𝑇 
D 着陸に挟まれる C 離陸機の占有時間は𝑇は，

図-6 に示すように，その内訳の𝑇ଵを「離陸許可

～滑走開始」，𝑇ଶを「滑走開始～1800m 地点」，

𝑇ଷを「1800m 地点～CD 交点」とする（A 離陸と

D 着陸の場合は，𝑇ଷが「1800m 地点～AD 交点」

となる）．このケースでは異なる滑走路間の処理間

隔であるため，同一地点を通過する時間間隔で観測

ができず，特定地点（CD 交点）までの占有時間で

処理間隔を定義した．また，C 離陸と D 着陸間の占

有時間の算出をする場合，後続機が着陸機であるの

でバッファーを設定した占有時間を算出した（A 離

陸と D 着陸も同様の考え方）．𝑇ଵを従来の容量

算定と同様に 15 秒と仮定すると𝑇は 100 秒とな

る． 
一方で， A 離陸機については B 滑走路到着機へ

の離陸ブラスト（ジェット噴射）の影響を考慮する

必要がある．つまり，B 着陸機が A 離陸機の後方の

一定区間を通過している間は，A 離陸機に離陸許可

が出せないという制約が加わる．ここで，A 離陸機

に離陸許可を発出してから，そのブラストが影響し

ないと想定される地点（誘導路 A13付近）まで離陸

滑走を行うまでの時間を軌跡データから計測したと

ころ，約 30 秒であった（離陸許可から滑走開始ま

でのレスポンス時間 15 秒を含む）．この約 30 秒間

は B着陸機が A離陸機の後方を通過しないように運

用を行うため，逆に考えると B着陸機の接近位置に

従って，最大 30 秒程度は A 滑走路への離陸許可時

間が遅れることとなる．なお，B 着陸の進入端から

AB 交点までの通過時間は平均して約 20 秒程度であ

ったことから，30 秒であれば B 進入端から 0.5NM
弱の地点に B着陸が接近していたらA離陸許可が出

せないこととなる．以上の考察から，本研究ではブ

ラストの影響による A離陸許可遅れ時間については，

0～30 秒の間で一様分布すると仮定し，その期待値

として 15 秒を設定した（実際には上記 30 秒区間に

B 着陸機が存在しないこともあるため，若干，安全

側で評価していると考えている）．以上から，𝑇

は算出した 98秒にブラスト確認時間を加えて 113秒
となる． 

 
(ii)D 着陸機（前後は C 離陸）の占有時間𝑇 
 D 着陸機（前後は C 離陸）の占有時間𝑇の算出

方法として，図-7をもとに説明する．まず，先行 C
離陸機が CD 交点を通過した時，先行 C 離陸機が H  

機の場合は後続 D着陸機との間に後方乱気流間隔が 
必要となり，最大で 5NM の距離間隔が必要となる．

したがって，管制運用の条件が異なるため，機材の

組み合わせ別に D 着陸機の占有時間（C 離陸と D 着

陸の間の処理時間間隔）を算出する．一方で，A 離

陸機に後続する D 着陸機の占有時間𝑇については

𝑇の場合とは異なり，先行 C 離陸機の機材規模に

かかわらずレーダー最低間隔 2NM が保持されてい

ればよいため，AD 系の場合は算出したそれぞれの
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機材の組み合わせの占有時間で最も大きい数値を共

通の値として𝑇として使用する．また，本研究で

は𝑇を2区間に分割し，𝑇ଵを「先行 C離陸機が

CD 交点を通過した時刻～D 着陸機の滑走路進入端

通過時刻」，𝑇ଶを「D 着陸機の滑走路進入端通

過時刻～着陸確認時刻」として，𝑇を算出する． 

 
 𝑇ଵの算出 

図-8 は先行機が M である場合の処理間隔である．

図-8 からわかるように，需要のばらつきや，D 着陸

機の需要は平均して 1 時間当たり 12 機であること

から，その間隔は連続着陸の最低間隔より比較的間

延びし，分布が連続離陸・連続着陸の場合と比較し

て広範囲に分布していることがわかる．ここで，本

章では極限容量のためのパラメータ値を探索してい

るため，基本的には運用上の最低間隔にあたる値を

同定しようとしているが，本研究では最低間隔にあ

たる値を，データの誤差に起因する異常値や容量の

過大評価を極力避けるために，データサンプルの

10%tile 値を最低間隔と定義して値を決めることと

した．なお，図-8 では𝑇ଵは発生確率が急激に上

昇し始める値が 10%tile 値に該当している．この最

低間隔の決め方の妥当性や精緻化については今後の

課題としたい．また CD 系，AD 系の𝑇ଵの算出結

果は表-5 の通りとなっている． 

𝑇ଶの算出 
 𝑇ଶは，D 着陸の滑走路進入端通過時刻から，

後続の C離陸へ離陸許可時刻までの時間で定義でき

るが，軌跡データからは離陸許可時刻は計測できな

い．そのため，連続離陸の際と同様，離陸許可から

離陸滑走開始までのレスポンス時間を 15 秒と仮定

し，軌跡データから計測した離陸滑走開始時刻から

離陸許可時刻を推計した．なお，連続着陸の際と同

様，データに含まれる誤差に起因した異常値や間延

びした間隔データを除外するため，下位 2.5％およ

び上位 2.5％，計 5％のサンプルデータについては念

のため集計から除外した．表-6 より𝑇ଶ は平均値

を切り上げて 16 秒と設定した． 

 
d)その他の組み合わせにおける占有時間・処理時間

間隔 
連続する 3 機のその他の組み合わせにおける占有

時間については，紙面の都合上，詳細は割愛するが，

基本的にな考え方は同様となる．例えば CD 系にお

いて「C 離陸→C 離陸→D 着陸：𝑇」の場合は前

述の𝑇と同じであり，「D 着陸→C 離陸→C 離

陸：𝑇」の場合は離陸が連続する場合と同様とな

る． また，D着陸が連続する場合，滑走路を離脱す

るまで占有時間となるので，例えば「C 離陸→D 着

陸→D着陸：𝑇」では𝑇ଵに，滑走路進入端から

滑走路（停止線）離脱までに要する時間として，分

析により算出した 83秒（2機目が C離陸（M機）の

場合は 75 秒）を足した値となる．全機材の組み合

わせで，H機とM機も区別すると，各系での組み合

わせはそれぞれ 64 通りとなる．詳細は割愛するが，

すべての組み合わせについて算出した占有時間の結

果と先行研究との占有時間の差を比較すると，占有

時間（処理間隔）が大きいもの，小さいものが混ざ

っているが，平均的には本研究で算出した値の方が

小さい傾向にあることが分かった．詳細は学会発表

時に報告したい． 

 

 

 
図-8 先行 C離陸機が M の場合の𝑇ଵ分布 

 

表-5 𝑇ଵの算出結果 

 処理時間 

（当該機滑走路進入端通過時刻

-先行機 CD(AD)交点通過時刻）

先行機/後続機 M/M M/H H/H H/M

CD
系

10%tile 値(秒) 40 37 58 70
サンプル数 410 439 211 320

AD
系

10%tile 値(秒) 38 31 36 36
サンプル数 374 230 101 228

 

表-6 𝑇ଶの算出結果 

 𝑇ଶ：着陸確認時間 

（C 離陸機管制指示時刻－D 着陸

機滑走路侵入端通過時刻） 

先行機/後続機 M/M M/H H/H H/M
平均値（秒） 14.7 11.9 15.0 15.3 
最大値（秒） 40 29 31 37 
最小値（秒） 2 2 2 2 
中央値（秒） 14 12 14 15 
標準偏差（秒） 6.61 6.04 6.19 6.50 

 
 
 5. 突発的インシデント（バートストライク）

の発生実態と航空機遅延への影響分析 
  
次に突発的インシデントの発生による波及遅延の

分析を行った．本分析では突発的インシデントとし

て，鳥が航空機に衝突するバードストライク（以下，

BS）をケーススタディとした．BS の分析概要は以

下の通りである． 
 
(1) BS の分析概要 

 本研究では，航空機軌跡の公開サイトである

「Flightradar24(以下 FR24)」を用いた．FR24 は航空

機から送信された ADS-B 信号を収集・再公開 Web
サイトである 10)．FR24 は座標データのみならず便

名や発着空港，高度，速度といったフライトに関す
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る情報を複合的に表示する能力を有している．

FR24 には BS の発生情報はないが，着陸機の飛行航

跡や滑走路状況から概ね推測することは可能である．

そこで本研究では，フライトに関する情報の中で時

刻と軌跡の情報に着目した． 
図-9 は 2019/08/14 の 11 時台に B 滑走路着陸機に

BS が発生したと思われて以降の複数の着陸機の軌

跡図である．具体的には， BS が発生したと思われ

る着陸機から後続の着陸機は，図に示す通り，B 滑

走路着陸直前で着陸復行を行い D滑走路に着陸（赤

線），ホールディング（円状に旋回）で空中待機を

行い，着陸時間を調整して D滑走路または運用再開

後の B滑走路に着陸（緑線），ベクタリング（進路

変更）により着陸時間を調整して再開後の B滑走路

に着陸，といったパターンが観測された．この間，

FR24 画面上には，滑走路上に四角い車両（CAB の

点検車両と推測）が表示され，滑走路点検を行って

いる様子が推測された．このようなケースが毎日の

ように観測でき，BS 後の到着機には上述のように

到着遅延が玉突きで生じ，一定時間は遅延が継続し，

BS が発生する滑走路によっては離陸機へも影響が

生じていた．そこで，本研究では羽田空港を対象と

して表-7 の条件をもとに BS の発生状況と遅延への

影響について，限られたサンプルではあるが，

FR24 を活用して分析を行った． 
 
(2) BS の分析結果 

BS の分析結果より，分析対象とした機関におい

ては羽田空港では少なくとも 1 回／日程度の BS が

発生し，平均約 20 分間程度の滑走路閉鎖が行われ

ていた．到着機の遅延時間への影響をみると，平均

で 20分強，最小でも約 15分，最大で約 35分の遅延

時間が発生していた．また，図-10 は BS の発生回

数を時間帯別に集計したものであり，朝方から夕方

にかけて BS が発生していることがわかる． 9 時台

が最も BS 発生確率が高かったことが分かる． 
さらに，滑走路別に遅延時間を算出した結果が表

-8 となる．沖合に最も位置している D 滑走路が最

も発生頻度が高く，他の滑走路より遅延時間が大き 
いことがわかる．D 滑走路で BS が発生すると B 着

陸は D着陸を追加的に処理するためにベクタリング

等を行う必要があり，全体の着陸の遅延は増加する．

一方で A・C 滑走路からの離陸の観点からみると，

南風時に D 着陸がいないことで，D 着陸との管制間

隔の制約を考えずにオペレーションが行えるため，

離陸の遅延は減ることが予測される．このように離

着陸の双方から見た滑走路別の影響分析に関しては

今後の課題としたい．いづれにしても，今回の簡易

な分析から BS の発生頻度や遅延への影響の概略が

想像できるが，発着枠数や容量設定においては，こ

のような多頻度のインシデントの影響を考慮する必

要性も一定程度あると考える．  
 

 
図-9 BS 発生時の着陸機の挙動の例 

 

表-7 BS 分析の条件設定 

【1】期間 2019/08/04～2019/08/31 

【2】定義 着陸機が上記の航空機挙動後に滑走路にCAB
の点検車両が現れ，かつCABの点検車両が現

れてからその滑走路が10分以上使用されてい

ない 

【3】滑走

路停止時間

BS発生後，後続の着陸機が滑走路手前で着陸

復行をはじめに行った時間から発生滑走路に

再び着陸機が着陸するまでの時間 

【4】遅延

時間 
BS発生後，対象の着陸機が滑走路手前で着陸

復行を行った時間から対象の着陸機がいづれ

かの滑走路に再び着陸するまでの時間 

 

 
図-10 時間帯別の BS 発生回数 

 
表-8 BS の発生による遅延時間の分析結果 

BS による遅延時間 

滑走路 A B C D TOTAL

BS 発生回数 2 9 3 11 25 

平均値(分) 15.0 21.2 21.3 23.2 22.1 

最大値(分) 15 27 23 34 34 

最小値(分) 15 16 20 17 15 

標準偏差(分) 0.00 3.37 1.30 5.34 3.97 
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6. おわりに 

 
本研究では，既存の容量算定に用いられるパラメ

ータの一部の仮定値について，飛行場面を含む軌跡

データを活用して航空機処理間隔の実態について分

析を行い，容量算定で設定すべきパラメータ値に関

して考察を行った．また，容量低下に影響を与える

小規模多頻度のインシデントの事例としてバードス

トライクの事例に関して分析を行い，BS による滑

走路閉鎖，到着遅延時間への影響について定量的に

把握した．新たに得られたパラメータによる極限容

量および，シミュレーションを活用した実用容量の

評価，さらに BS による一時的容量低下の影響を考

慮したバッファー容量についての評価は学会発表時

に報告したい． 
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